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１．平成30年度環境省概算要求・要望の概要
（単位:億円）

※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。 1

平成29年度当初
予算額

平成30年度

概算要求額
優先課題

推進枠要望額 計 対前年比

【一般会計】

一般政策経費等 １，４８４ １，３６４ ５９２ １，９５６ １３２％

【エネルギー対策特別会計】

エネルギー対策
特別会計

１，５４０ ２，１４４ １３５ ２，２７９ １４８％

【小 計】

一般会計＋エネ特 ３，０２４ ３，５０８ ７２８ ４，２３５ １４０％

【東日本大震災復興特別会計】

（復興庁一括計上） ７，１６７ ６，２８０ － ６，２８０ ８８％

【合 計】

合 計 １０，１９１ ９，７８８ ７２８ １０，５１６ １０３％



（１）新たな成長につながる気候変動対策
・（新）ZEH化等による住宅における低炭素化促進事業（経産省・国交省連携事業） ☆＜6,200（0）＞
・（新）太陽光発電の自立化に向けた家庭用蓄電・蓄熱導入事業（経産省連携事業） ☆＜8,400（0）＞
・（新）グリーンボンドや地域の資金を活用した低炭素化推進モデル事業 ☆<2,000（0）>
（２）国内外における資源循環の更なる展開
・ リサイクルシステム統合強化による循環資源利用高度化促進事業 <264（207）>
・（新）IT等を活用した低炭素型資源循環モデル構築促進事業 ☆<500（0）>
（３）自然資源の保全・活用による観光立国・地方創生・経済成長
・ 国立公園満喫プロジェクト等推進事業 <14,970（10,019）>
（４）中長期的な企業価値向上にも資する環境金融の主流化
・ ESG投資など環境金融の充実・強化 ★ <4,364（4,255）>
（５）環境分野からの人口減少・高齢化社会への対応
・ 地域循環共生圏構築事業<130（100）>
・（新）高齢化社会に対応した廃棄物処理体制構築検討業務 <18（0）>
・ 動物愛護管理推進費 <442（259）>
（６）環境分野からの国土強靱化への対応
・ 一般廃棄物処理施設の整備 ★<77,607（51,240）>
・ 大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討事業 <748（441）>
（７）環境インフラの海外展開
・ アジア･アフリカ諸国における３Rの戦略的実施支援事業拠出金 <67（45）>
（８）各主体のSDGｓ取組推進のための施策
・「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の普及促進 <83（27）>

環境問題と社会経済問題の同時解決と好循環が実現する社会を目指すべく、
「新たな成長」の牽引力となる環境政策に重点的に取り組んでいく。
低炭素社会、循環型社会、自然共生社会を統合的に実現する循環共生型社会を形成するため、

資源循環や地域の自然の保全に向けた取組が温室効果ガスの排出削減にもつながる、といった
統合的なアプローチを展開する。
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２．平成30年度環境省重点施策の概要

（単位:百万円、☆：エネ特、★：一部エネ特）

１．環境問題と社会経済問題の同時解決に向けた政策展開

高齢化社会に対応した
廃棄物処理体制の検討

自然の恵みを引き出す
ライフスタイルへの転換を目指す

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の
新築・改修支援

地域の再エネを活かし、住民等に供給

￥地元金融機関等が出資・融資
地域エネルギー企業地域エネルギー企業

国立公園の
魅力向上の推進

都市鉱山から
リサイクルメダルを製作



３

（１）抜本的なカーボンゼロ・再生可能エネルギー導入
・ （新）太陽光発電の自立化に向けた家庭用蓄電・蓄熱導入事業（経産省連携事業）(再掲） ☆<8,400（0）>
・ 再エネ等を活用した水素社会推進事業 ☆<6,500（4,498）>
・ （新）環境に配慮した再生可能エネルギー導入のための情報整備事業 ☆＜1,350（0）＞
（２）カーボンゼロに向けた徹底した省エネルギー等の推進等
＜民生部門での省エネ等＞
・ 業務用施設等におけるZEB化・省CO2促進事業（一部経産省・国交省・厚労省連携事業） ☆<6,500（5,000）>
・ 地球温暖化対策の推進・国民運動「COOL CHOICE」推進・普及啓発事業 ☆<1,500（1,650）>
＜物流部門での省エネ＞
・ 物流分野におけるCO2 削減対策促進事業（国交省連携事業） ☆<5,280（3,700）>
＜廃棄物発電を含めた廃棄物処理システム全体における低炭素化＞
・ 低炭素型廃棄物処理・リサイクル設備導入の支援 ☆<4,000（3,500）>
・ 廃棄物処理事業におけるエネルギー利活用・低炭素化対策支援事業 ☆＜900（610）＞
（３）フロン類対策の強化
・ フロン類の総合的な対策強化に向けた制度的検討
・ 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

（一部農水省・経産省・国交省連携事業） ☆<9,500（6,300）>
（４）中長期的低炭素化取組の推進
＜カーボンプライシングに係る検討＞
・ カーボンプライシング導入可能性調査事業 ☆<250（250）>
＜イノベーションの促進をはじめとする長期大幅削減に資する取組の推進＞
・未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業 ☆<2,500（2,500）>
＜石炭火力発電からの排出の抑制をはじめとするエネルギー転換部門の低炭素化＞
・ CO2中長期大幅削減に向けたエネルギー転換部門低炭素化に向けたフォローアップ事業 ☆<150(150)>
（５）優れた低炭素技術の海外展開等による途上国等への国際貢献
・ 二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業及び基盤整備事業 ☆<10,019（9,720）>
（６）気候変動適応策の強化と適応ビジネスの推進
・ 適応策の推進のための法的措置の検討
・ 気候変動影響評価･適応推進事業 <1,010（702）>

２．国内外で進める気候変動対策

パリ協定の下、我が国の優れた低炭素技術・ノウハウを活かして２０３０年目標の着実な達成
に向けて取り組むとともに、技術の海外展開などにより世界全体の削減に貢献する。

（単位:百万円、☆：エネ特、★：一部エネ特）

水
素

水素の製造から利用までの
統合的システムを確立

連結トラック導入により輸送の効率化を実現

廃棄物発電 (ミャンマー連邦共和国)



４

（１）福島の環境再生・創生

＜特定復興再生拠点区域における環境再生の取組の着実な実施＞
・ 特定復興再生拠点整備事業 ○<事項要求（30,904）>
＜中間貯蔵施設の整備等＞
・ 中間貯蔵施設の整備等 ○<321,005（187,561）>
・ 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 ○<124,335（285,464）>
＜福島の環境再生を契機とした産業・まち・暮らしの創生＞
・ （新）低炭素・資源循環「まち・暮らし創生」FS事業 ☆<200（0）>
・低炭素型廃棄物処理・リサイクル設備導入の支援（再掲）☆<4,000（3,500）>
・省CO2型リサイクル等設備技術実証事業 ☆<1,500（500）>
（２）東日本大震災関係地域における取組
＜指定廃棄物等の処理の着実な推進等＞
・ 放射性物質汚染廃棄物処理事業 ○<144,461（180,123）>
・ 帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業 ○<416（192）>
＜放射線に係る住民の健康管理・健康不安対策＞
・ 放射線健康管理・健康不安対策事業費 <1,370（1,329）>
（３）国内外における資源循環・適正処理の更なる展開
＜一般廃棄物処理施設・浄化槽の整備＞
・ 一般廃棄物処理施設の整備（再掲） ★<77,607（51,240）>
・ 浄化槽整備の推進 ★<12,500（9,421）>
＜改正廃棄物処理法・バーゼル法の着実な施行等＞
・ 電子マニフェスト普及拡大事業 <137（90）>
＜食品ロス対策・食品リサイクルの推進＞
・ 食品廃棄物等リデュース・リサイクル推進事業費 <82（68）>
＜廃棄物処理、浄化槽等の環境インフラの輸出戦略の推進＞
・ 我が国循環産業の戦略的国際展開・育成 ★<830（590）>
（４）環境分野からの国土強靱化への対応

３．被災地の着実な環境再生の推進と国内外における資源循環の展開

被災地の環境再生・創生に向けて一層の取組を行うとともに、国内外のライフサイクル全体で
の徹底した資源循環や、廃棄物処理等の我が国の優れた技術の海外展開を積極的に進める。

（単位:百万円、☆：エネ特、★：一部エネ特、○：復興特）

老朽化した廃棄物処理施設の更新

除去土壌等の受入・分別施設除去土壌等の搬出の様子

バスのシェアリング
（朝夕は通勤の足、昼間は暮らしの足）

暮らしの足 通勤の足

様々な低炭素技術を導入し
た場合のまち全体のCO2削
減効果の評価・検証（一例）

暮らしと放射線に関する
住民の意見交換

日本の技術を活用して建設された
産業廃棄物焼却施設（台湾）



（１）自然資源の保全・活用による観光立国・地方創生・経済成長
＜国立公園満喫プロジェクトの先行公園の取組の着実な実施と横展開＞
・ 国立公園満喫プロジェクト等推進事業（再掲） < 14,970 （10,019）>
＜名古屋議定書の実施を通じた遺伝資源の適切な研究開発の推進＞
・中間評価をふまえた愛知目標達成方策検討調査費 <49（41）>
（２）生物多様性の確保
＜国内希少野生動物種の保全施策と他の関連施策との連動的な展開＞
・ 希少種保護推進費 <788（662）>
＜象牙等の国際希少野生動植物種の流通管理の強化＞
・ 国際希少野生動植物種流通管理対策費 <88（36）>
＜指定管理鳥獣（シカ、イノシシ）の捕獲強化と利活用の推進＞
・ 指定管理鳥獣対策費 <1,500（800）>
＜ヒアリ等外来種の防除＞
・ 外来生物対策管理事業費 <200（40）>

５

＜ PCB処理の着実な実施＞
・ PCB廃棄物の適正な処理の推進等 < 8,141（5,942）>
＜マイクロプラスチック対策を含む海洋・水環境保全対策の推進＞
・ 海岸漂着物等地域対策推進事業 <3,850（400）>
＜アスベスト・PM2.5対策等の推進＞
・ アスベスト飛散防止総合対策費 <70（61）>
＜改正土壌汚染対策法の着実な施行＞
・ 土壌汚染対策費 <324（291）>
＜化学物質による環境リスクの一層の低減＞
・ 子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） <6,474（4,494）>
＜公害健康被害対策等＞
・ 水俣病総合対策関係経費 <11,524（11,611）>
・ 石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査 <372（203）>
＜2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催も見据えた熱中症対策＞
・ 熱中症対策推進事業 <64（64）>

４．魅力ある我が国の自然の保全・活用といきものとの共生

５．安全で豊かな環境基盤の整備

（単位:百万円）

（単位:百万円）

エコチル調査

ヒアリの防除等に向けた情報提供

国立公園の保護と利用の好循環を生み出し、優れた自然を守りつつ地域活性化等に資する。

また、希少種保全やヒアリ等の外来種防除を進め、生物多様性の確保に取り組む。

草原環境に生息するヒョウモンモドキ

効果的なシカ捕獲事例

海岸に流れ着く漂着ごみの様子

熱中症に関する普及啓発資料の作成・配付



３.平成30年度 環境省 税制改正要望の概要

持続可能な社会を構築するため、低炭素・循環型・自然共生など幅広い環境分野において税制全
体のグリーン化を推進する。

（地球温暖化対策）
○ 「地球温暖化対策のための税」を着実に実施し、省エネルギー対策、再生可能エネルギー普
及、化石燃料のクリーン化・効率化などのエネルギー起源二酸化炭素排出抑制の諸施策に充当
する。また、揮発油税等について、グリーン化の観点から「当分の間税率」を維持し、その税
収を地球温暖化対策等に優先的に充当する。

（自動車環境対策）
○ 地球温暖化対策・公害対策の一層の推進、汚染者負担の性格を踏まえた公害健康被害補償の
ための安定財源確保の観点から、車体課税の一層のグリーン化を推進する。

（森林・自然の維持・回復）
○ 市町村が主体となって実施する森林整備等に必要な財源に充てることを目的とし、個人住民
税均等割の枠組みの活用を含め都市・地方を通じて国民に等しく負担を求めることを基本とす
る森林環境税（仮称）の創設を支持する。

１．税制全体のグリーン化の推進

６



（１）循環型社会
・特定廃棄物最終処分場における特定災害防止準備金の損金算入等の特例措置（法人税、所得税、
個人住民税、法人住民税、事業税）【延長】

・公共の危害防止のために設置された施設又は設備（廃棄物処理施設、汚水・廃液処理施設）に
係る課税標準の特例措置（固定資産税）【延長】

・廃棄物処理事業の用に供する軽油に係る課税免除の特例措置（軽油引取税）【延長】

（２）低炭素社会
・先進的省エネ・再エネ投資促進税制の創設 （法人税、所得税、法人住民税、事業税）【新規】

・コージェネレーションに係る課税標準の特例に関する産業競争力強化法改正に伴う所要の措置
（固定資産税）【その他】

・再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置（固定資産税）【延長】

・認定低炭素住宅の所有権の保存登記等の税率の軽減措置（登録免許税）【延長】

・認定長期優良住宅に係る特例措置（登録免許税、不動産取得税、固定資産税）【延長】

・省エネ改修が行われた既存住宅に係る特例措置（固定資産税）【延長】

２．個別のグリーン化措置

７



４．平成30年度環境省機構・定員要求の概要

・環境金融の一層の促進に向けた体制強化
・インフラ輸出対策を推進するための体制強化
・国際希少野生動植物種の取引監視及び取締りに関する体制強化
・国内希少野生動植物種の指定及び保存に関する体制強化
・原子力事故における公衆被ばく線量の把握に関する実施体制の整備 など

ম
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・地域における気候変動適応策の充実に関する体制強化
・国立公園満喫プロジェクト推進に向けた実施体制の整備
・世界遺産登録の推進と世界遺産地域の順応的な保全管理の充実に関する体制強化
・国際希少野生動植物種の取引監視及び取締りに関する体制強化
・国内希少野生動植物種の指定及び保存に関する体制強化
・外来生物防除に関する体制強化
・PCB廃棄物等の早期処理のための体制強化
・廃棄物等の不適正な処理及び輸出入の防止に関する体制強化 など

＜福島復興関連＞
・福島地方環境事務所（中間貯蔵等）の体制強化

○総合環境政策統括官グループ 政策立案過程総括審議官（仮称）の新設
○総合環境政策統括官グループ環境経済課 環境金融担当企画官の新設
○地球環境局国際連携課 国際協力・環境インフラ戦略室長の新設 など

機構要求

定員要求

（１６人）

定員要求
（８６人）

＜福島復興関連＞
○福島地方環境事務所の管理体制の強化

機構要求

８


